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１．はじめに  
 本稿は，中山間地域における農村基盤の

持続的管理方式を，平均傾斜により区分さ

れた地域ごとに提示することを目的として

いる。  
 中山間地域では，過疎化・高齢化の進行

による農林地の荒廃化が問題となっており，

これらの農村基盤を将来も資源として活用

するための持続的な管理方式が求められて

いる。その一方で，中山間地域といっても

農村基盤の条件は多様であり，対応する管

理方式も異なる。よって本論はまず，傾斜

の緩急により中山間地域を二分し，農村基

盤条件の違いを明らかにした上で，各地域

が抱える問題に対応した持続的管理のため

の優先すべき課題を提示した。次に，現地

調査によりこれらの課題への取り組みの実

態を明らかにし，各類型における持続的管

理方式の在り方を考察した。  
２．中山間地域の区分  
 中山間地域とは一般に農林統計による

農業地域類型のうち，中間農業地域と山

間農業地域を総称したものである。しか

し，この２つの農業地域は基準指標が示

すように耕地率・林野率等での差が明ら

かであり，既往の研究でも条件の差が指

摘されている 1)。本稿では，①地方振興

に関する法律（山村振興法，過疎地域自

立促進特別措置法，半島振興法）および

特定農山村法の指定市町村であり，②人

口５万人以下，③都市とのアクセス条件が

不利，の３つの要件を持つ 1363 市町村

（1999 年度，全国市町村数の 42.2%）を分

析対象とし，土地分類図付属資料より算出

した平均傾斜が 15 度未満／15 度以上で区

分した。以後平均傾斜 15 度未満の市町村

を「緩傾斜農村」，15 度以上の市町村を「急

傾斜山村」と呼ぶ。  
３．農村基盤の条件把握  

農村基盤とは，中山間地域に居住する

「人」の生活・生産（経済）活動をめぐる

総合的な枠組みである。図１のように，生

産と生活の両側面において物理的基盤と社

会的基盤に分けて捉えることができる。ま

た，これらの基盤を相互に関連づけて機能

を発揮させる「人」の存在が必要である。

本研究では，「人」と生産の物理的基盤の関

連性指標の一つとして主要作物の収量を把

握すると共に，農村基盤の状況を示す 31
変数を用いて判別分析を行った。その結果，
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図１ 農村基盤および基盤構成要素  

*東京大学大学院農学生命科学研究科 Graduate school of Agricultural and Life Sciences, The Univ. of
Tokyo 
農村基盤，平均傾斜，物理的基盤，社会的基盤  



各地域の差を特徴付ける 11 変数を得，そ

の状況から各地域における持続的管理のた

めの優先課題を明らかにした。  
急傾斜山村では，すべての基盤が脆弱化

しているため，「人」の定住に必要な生活の

物理的基盤の整備，および物理的基盤と社

会的基盤との相互関連性を再編し，農村基

盤の管理体系の基礎を築くための「人」の

確保が優先課題として指摘できた。また，

緩傾斜農村では，物理的基盤が相対的に有

利であり，「人」も確保されているため基盤

相互の関連性も高いが，農家あとつぎの不

足による将来的な「人」と社会的基盤の脆

弱化が指摘された。よって，生産の物理的

基盤に対応した社会的基盤の整備が優先課

題であることがわかった。  
４．急傾斜山村における取り組み事例  

山形県大江町では，町単独事業として条

件不利集落への直接支払的支援を行い，そ

の使途は各集落で決定された。その結果，

集落ごとに小規模な生活の物理的基盤が改

善され，Ｎ区では人口の減少が抑制され，

集落行事を機に集落に帰省する世帯数が維

持された 2)。また，長野県長谷村では町の

条例により生活利便性を向上させるための

補助金・助成金が直接的に支払われ，新潟

県大和町では集落組織の活動や高齢者の生

活を支援する集会施設が建設された。これ

らの物理的基盤の整備によって，若い農家

人口やＵ・Ｉターン者の定住が推進された。 

５．緩傾斜農村における取り組み事例  
大分県竹田市九重野地区では，県営の担

い手育成圃場整備事業による生産の物理的

基盤の整備と同時に生産に関する組織が設

立された。これらの組織は土地利用調整や

生産，加工部門で相互に連携し，効率的な

生産，農業担い手の確保や地域内での加工

を実現した 3)。広島県千代田町では，第三

セクターにより設立された公社が町内の条

件不利農地の作業を受託することにより，

各地区での地域営農集団や中核的担い手へ

の土地利用集積を促進し，効率的な生産を

可能とした。岡山県作東町では，若手専業

農家グループが新規就農者の研修や土地取

得を支援し，地域内の物理的基盤の管理を

行っている。 

６．地域性に応じた持続的管理方式と課題 

 急傾斜山村の取り組み事例から，生活の

物理的基盤の整備により「人」の確保が一

定程度実現できることが明らかとなった。 

 緩傾斜農村の事例から，生産の物理的基

盤と同時に社会的基盤を整備することによ

って農業生産による持続的な経済活動が成

立されることがわかった。経済活動の持続

は農村基盤の再生産を可能にし，生産・加

工・流通・販売の連携を図ることにより生

産物の付加価値を高め，雇用機会を確保す

ることができる。 

両地域に共通して，農村基盤の持続的管

理のためには行政の支援が不可欠であるこ

と，また，物理的基盤とそれを管理する主

体である社会的基盤との相互関連性が重要

であることが指摘された。 
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